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　JECCは、グループ企業のデジタルリユース株式会社
と連携しパソコンのリユース・リサイクルによるCO₂削
減効果を定量的に示す「CO₂排出量削減効果レポート」
の提供を開始しました。JECCは、「データ消去サービス」
または「IT資産買取サービス」をご利用いただいたお客
様に、無償の付帯レポートとして提供し、SDGsやESG
への取り組みを後押しします。

■

　企業がパソコンなどのIT機器を使用後も適切にリユー
ス・リサイクルへつなげることで、新たなパソコン製造
に伴うCO₂排出量の抑制につながります。JECCは、こ
うしたパソコンのリユース・リサイクルによって生ま
れるCO₂排出量の削減効果を、客観的な数値として示す

「CO₂排出量削減効果レポート」の提供を2026年4月よ
り開始しました。
　本レポートは、JECCがグループ企業であるデジタルリ
ユース株式会社と連携して提供します。本提供は、「デー
タ消去サービス」または「IT資産買取サービス」をご利
用いただいたお客様に、無償の付帯サービスとして提供
するもので、パソコンおよびタブレットが対象となりま
す。これら対象機器が不要となった際、データ消去後ま

パソコンのリユース・リサイクルによる
CO₂削減効果を数値化

たは買い取り後に、適切なリユース・リサイクルプロセ
スへ移行した上で、その結果として得られるCO₂排出量
の削減効果を算定し、レポートとしてお渡しします。

■

　本レポートの提供にあたっては、一般社団法人日本
ITAD協会が構築した「CO₂削減量算出システム」を活用
しています。同協会は、ITAD（IT Asset Disposition：
IT資産の適正処理）業界の企業を取りまとめ、適切なリ
ユース・リサイクルの推進によってサステナブルな社会
の構築に資することを目的として、2006年に設立され
ました。
　同協会では、LCA（ライフサイクルアセスメント）や
カーボンニュートラルの専門機関である株式会社LCAエ
キスパートセンターとともに、サンプルデータの収集・
分析を重ねて、パソコンのリユース・リサイクルによる
CO₂排出削減効果を導き出す枠組みを構築しました。数
値の算定にあたっては、日本最大級の公的研究機関であ
る国立研究開発法人産業技術総合研究所のデータを採用
しており、算定根拠の透明性と信頼性を高めています。
　JECCは、グループ企業を通じた同協会との連携のも
と、お客様が安心して社内外に説明できるレポートをお
届けします。

業界団体がLCA専門家集団とともに構築した
信頼性の高い算定手法を活用

JECC CO₂排出量削減効果レポートの提供を開始

※レポート発行に要する期間は、時期や台数によって異なります。

（図）対象サービスとレポート提供の流れ

データ消去サービス
お客様がご使用のIT機器が不要となった際に、デー
タ漏洩リスクを軽減するため、最適な手法でデータ
消去を行うサービスです。

IT資産買取サービス
お客様が不要になったIT資産を、ISMSやQMSによ
る管理体制のもと、お引取りとデータ消去を行った
上で買取りするサービスです。
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■

　近年、世界的な環境意識の高まりを背景に、サーキュ
ラーエコノミー（資源循環経済）の観点から、リース・
レンタルが注目されています。一方で、その成果を定量
的に可視化し、社内外にわかりやすく示すことには課題
もありました。
　JECCでは、CO₂排出量削減効果レポートの提供を通じ
て、パソコンのリース・レンタルによるお客様の環境貢献を

「見える化」し、社内外への情報発信力の強化に貢献した
いと考えています。本レポートのデータは、お客様の環境
報告やサステナビリティ情報開示に活用することができま
す。これにより、「サステナビリティ経営に積極的な企業」
としての取り組みを、より具体的に示すことができます。
　社内に向けても、日常のIT運用がサステナブルな成果
につながることを、わかりやすく伝える材料として活用
できます。従業員に対する環境意識の啓発やエンゲージ
メント向上、さらには採用活動への貢献も期待できます。
　JECCは本レポートの提供を通じて、お客様の既存の
IT機器運用プロセスを大きく変えることなく、パソコン
の適正処理に「定量的な環境価値」を付加できると考え、
企業のESG・SDGs推進に資するソリューションと位置
づけています。今後も脱炭素や資源循環など、お客様に
よるサステナブル経営の実践を後押しすることで、サス
テナブルな社会の実現に寄与してまいります。
　まずは本レポートを、お客様の日々のIT資産運用にお
ける環境配慮の成果を伝えるための実践的なツールとし
て、ぜひご活用ください。

お客様の環境貢献を「見える化」し、
サステナブルな社会づくりに貢献

左からサステナビリティ推進室　長岡氏、太田氏、池田氏、高瀬氏

（画像）提供レポートサンプル

●お問い合わせ
営業統括部　TEL：03-3216-3750


